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施設園芸等燃料価格高騰対策事業

＜対策のポイント＞
経営費に占める燃料費の割合の高い施設園芸及び茶において、燃料価格高騰の影響を受けにくい経営への転換を進めるため、計画的に省エネルギー化等
に取り組む産地を対象に、農業者と国で基金を設け、燃油・ガスの価格が一定の基準を超えた場合に補塡金を交付するセーフティネット対策を講じます。

＜事業目標＞
燃料価格高騰の影響を受けにくい経営への転換（施設園芸等の主要な産地におけるＡ重油等の使用量を15％削減 ［令和７年度まで］）

＜事業の内容＞ ＜事業イメージ＞
ガスも含めた燃料価格が過去平均価格を大きく超える状況を踏まえ、セーフティネット

対策の対象燃料にLPガス、LNGを追加するとともに、基金への積み増しを行い、燃料
価格高騰の影響を受けにくい経営への転換を支援します。

１．施設園芸セーフティネット構築事業
施設園芸の省エネルギー対策等に計画的に取り組む産地を対象に、農業者と国の

拠出により資金を造成し、燃料価格の高騰時に補塡金を交付します。
（１）対象燃料：Ａ重油、灯油、LPガス（プロパンガス）、LNG（都市ガス）
（２）対象期間：10月~翌６月

２．茶セーフティネット構築事業
茶の省エネルギー対策等に計画的に取り組む産地を対象に、農業者と国の拠出に

より資金を造成し、燃料価格の高騰時に補塡金を交付します。
（１）対象燃料：Ａ重油、LPガス（プロパンガス）、LNG（都市ガス）
（２）対象期間：４月~10月

＜事業の流れ＞

国 (一社)日本施設
園芸協会

都道府県
協議会

農業者の組織
する団体等

定額定額

［お問い合わせ先］（１の事業）農産局園芸作物課 （03-3593-6496）
（２の事業） 果樹・茶グループ （03-6744-2194）

【令和４年度補正予算額 8,499百万円】

定額

補塡金＝補塡単価（発動基準価格との差額）×当月購入数量の70％※

セーフティネットの発動燃料価格
※ 価格急騰時等には、

100％に引き上げ

国と生産者が積み立てた資金から補塡
【国と生産者の負担割合1:1】

発動基準価格
（過去７年中５年平均）

【セーフティネット対策のイメージ】

省エネルギー対策計画の策定・実施

セーフティネット対策

燃料価格高騰の
影響を受けにくい
経営への転換

【省エネルギー対策計画のイメージ】 ※ 2期目以降に継続加入する場合は、単
位生産量(額)当たり燃料使用量を15％以
上削減目標（収量増で達成可能）でも可。
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対象期間

対象燃料

申込期限

加入要件
施設園芸（野菜、果樹、花きの栽培）の用に供するA重油、
灯油、ＬＰガス、ＬＮＧ

□施設園芸農家３戸以上※又は農業従事者５名以上で構成す
る農業者団体等

※同一県内の３戸以上の農家

□３年間で燃料使用量を15％以上削減する計画（省エネル

ギー等推進計画）の作成

□目標の立て方は、裏面をご覧ください。

10月から翌６月までの間から選択

補填積立金

補填金＝補填単価※１×当月燃料購入数量×70％※２

補填単価は、積立コースにかかわらず、同額です
※１ 補填単価＝各月の指標価格ー発動基準価格

※２ 価格急騰時等には、100％に引き上げられます。

積立
コース

積立単価

A重油 灯油
ＬＰ
ガス

LNG

115％
コース

12.2
円/L

13.0
円/L

16.0
円/kg

8.6
円/㎥

130％
コース

24.5
円/L

25.9
円/L

32.1
円/kg

17.1
円/㎥

150％
コース

40.8
円/L

43.2
円/L

53.5
円/kg

28.5
円/㎥

170％
コース

57.1
円/L

60.5
円/L

74.8
円/kg

39.9
円/㎥

積立金＝積立単価×年間燃料購入予定数量×1/2
（例）

A重油を年間10,000L購入予定の方が130％コース
に申し込む場合
24.5×10,000×1/2＝122,500円

Ａ重油：81.6円/L ＬＰガス：106.9円/kg
灯 油：86.5円/L   Ｌ Ｎ Ｇ ：57.0円/㎥

基準単価、積立コース

令和5(2023)年７月14日
提出先：農業振興事務所

令和５事業年度「施設園芸セーフティネット構築事業」加入募集のご案内

省エネ化とセーフティネットで燃料価格高騰に備えましょう
✓ 国と農業者で積立てを行い、燃料価格高騰時に補填金をお支払いします （自身の積立金の２倍を限度に補填）

✓ 補填に使用されなかった皆様の積立金は、事業終了後に還付されます（掛け捨てではありません）



省エネ機器を導入して燃油価格高騰に備えませんか？
～多層カーテン、循環扇、多段サーモスタッド等の購入を支援します～

◆ 燃油価格高騰対応省エネ支援事業 募集のお知らせ ◆
燃油・資材等の価格高騰による施設園芸農家の経営状況の悪化に対応するため、県内農業生産者等の

省エネ機器の導入を支援します。

◆補助内容
1 燃油削減のための機器の導入
・省エネ効果の高い機器

多層カーテン、循環扇、
多段サーモスタッド 等

2 作型転換に必要な機器の導入
・冬期中心の作型から夏期の作型へ転換
を図るための機器

細霧冷房、循環扇、強制換気装置 等

◆補助率
1/2以内(１経営体の上限100万円/10a)

◆事業実施主体

農業者の組織する団体(施設園芸農家3戸以上、

又は農業従事者5名以上で構成していること)

◆採択要件
1 受益者のA重油及び灯油について、事業実施
前年度(事業年度は7月～翌6月)の実績
よりも削減する取り組みであること

2 施設園芸セーフティネット構築事業に加入し
ているか、加入が見込まれること

◆申込先
各農業振興事務所

◆スケジュール
・要望調査締め切り

令和5(2023)年5月31日（水）

機器名 削減率

カーテン多層化 約15～18％

循環扇 約10%

多段サーモ装置
による変温管理

約5%

※施設園芸省エネルギー生産管理マニュアルより

省エネ機器等の導入による燃油削減効果



８ 省エネ技術の導入加速化対策

＜対策のポイント＞
エネルギー価格が高騰する中、食料安全保障の強化に向けた構造転換を進めるため、施設園芸や畜産・酪農経営体によるヒートポンプ等の導入を支援する

ほか、水産業における広域浜プラン等に基づく省エネ機器等の導入を支援します。

＜政策目標＞
農林水産分野におけるCO2排出量の削減（1,659万t-CO2［2013年］→ 1,484万t-CO2［2030年まで］） 等

＜事業の内容＞ ＜事業イメージ＞
１．産地生産基盤パワーアップ事業
施設園芸エネルギー転換枠 （優先枠）2,000百万円

施設園芸産地において、燃油依存の経営から脱却し省エネ化を図るために必要な
ヒートポンプ等の省エネ機器や循環扇等の内部設備のリース導入等を支援します。

２．畜産クラスター事業
省エネ優先枠 （優先枠）4,000百万円

畜産・酪農経営において、電気使用量等の削減に取り組む畜産クラスター協議会
を優先採択し、省エネ機器の導入を支援します。

３．水産業競争力強化緊急事業のうち
競争力強化型機器等導入緊急対策事業 1,999百万円

生産性の向上、省力・省コスト化に資する漁業用機器等の導入を支援します。

［お問い合わせ先］（１の事業）農産局園芸作物課（03-3593-6496）
（２の事業）畜産局企画課 （03-3501-1083）
（３の事業）水産庁企画課 （03-6744-2341）

省エネ技術の導入支援

園芸用ヒートポンプ 循環扇

施
設
園
芸
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産
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産

エネルギー効率の高い
ヒートポンプと燃油暖房機の
ハイブリッド運転等により、
省エネ型施設に転換

生乳の廃熱を活用した
ヒートポンプシステムや
省エネ型換気装置等
省エネ機器の導入を促進

ヒートポンプ・バルククーラー 省エネ型換気装置

省エネ型エンジン等の
導入を支援することにより、
持続可能な収益性の高い
操業体制に転換

省エネ型エンジン ＬＥＤ集魚灯＜事業の流れ＞

国 機械リース事業者
又は協議会

基金管理団体 都道府県 農業者等

定額

導入

1/2以内定額

（２の事業）

（１の事業）
定額

定額
基金管理団体

交付
（1/2以内）

畜産農家等

（３の事業）

【令和４年度補正予算額（所要額） 7,999百万円】

基金管理団体
1/2以内

漁業者



・現状、施設園芸の導入加温設備の多くは重油ボイラー
（約９割）であり、燃油価格の影響を大きく受ける経営と
なっている。

省エネ化と経営の安定化を図るため、加温設備を有する
施設園芸産地を対象に、新たに「施設園芸エネルギー転換
枠」（20億円）を設けて、枠の範囲内で、ヒートポンプ等
の省エネ機器や内部設備のリース導入等を支援する。

（１）支援の内容
産地パワーアップ計画（収益性向上タイプ）において以下のいずれかの成果目標を設定した場合、重油ボイラー等の化石燃料を使用する

加温機を有するパイプハウス等へのヒートポンプ、木質バイオマスボイラー等の化石燃料を使用しない加温機（以下「省エネ機器」とい
う）及び循環扇等の内部設備のリース導入等を支援する。
① 省エネ機器の導入面積を産地の50％以上に拡大
② 燃油使用量の15％以上の低減
基金事業における配分基準についても、「取組主体事業計画の目標値」について当該枠では燃油使用量の低減目標を選択できるよう追加。

（２）交付対象経費
産地パワーアップ計画における対象作物は施設園芸品目とし、省エネルギー化を図るために必要となる省エネ機器等のリース導入等に要

する経費とする。ただし、省エネ機器のリース導入等を必須とし、内部設備のみの導入は不可とする。

（３）その他留意事項
当該特別枠は施設園芸等燃油価格高騰対策に確実に加入する者を助成対象とする。
そのほか、支援対象や面積要件等については産地生産基盤パワーアップ事業の基本的な考え方と同様。

産地生産基盤パワーアップ事業（施設園芸エネルギー転換枠）について

１. 施設園芸エネルギー転換枠の事業趣旨

加温設備の種類別設置実面積（H30）

化石燃料依存型
園芸施設

15,656 ha

ウォーターカーテン 792 ha
ヒートポンプ 709 ha

木質系バイオマス 95 ha
地熱水利用 80 ha

その他 56 ha

ハイブリッド型
園芸施設等
1,732 ha

石油利用等
15,576ha

LPガス 80ha

２. 具体的な支援内容

出典：園芸用施設の設置等の状況（H30）
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